
















Applying the ordered probit model to household data, we investigate people's 
behavior against unexpected losses caused by the Great Hanshin-Awaji (Kobe) 
earthquake in 1995. We found that credit market played an important role in providing 
an effective risk-coping measure. In the process of preparing well-designed social safety 
nets against future natural disasters, there exist two policy implications based on our 
analyses: first, in its attempt to provide ex post public support in the event of a natural 
disaster, the government may create a moral hazard problem by encouraging people to 
expose themselves to greater risks than required. Our empirical results suggest that 
providing subsidized loans to victims can be a good example of facilitating risk-coping 
behavior; such interventions are less likely to create serious moral hazard problems. 
Second, it would be imperative to design ex ante risk-management policies against the 
earthquake. For example, development of markets for earthquake insurance would lead 
to the efficient pricing of insurance premium and efficient land market prices reflective 
of the amount of risk involved with lands. This development would generate proper 
incentives to invest in mitigations such as investments in earthquake-proof 
constructions against future earthquakes. These ex ante measures would significantly 
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  11.  はじめに 
 
  1995 年1月17 日の早朝、 阪神 ・ 淡路大震災が発生してから 10 年以上が経過した。
本稿は、この未曾有の大震災に直面した家計が、どのようにして被害に対処し、生
活を復興させたかを、貴重な家計の個票データを用いて定量的に明らかにする。 
  この大震災のもたらした人的・物的被害は甚大であり、 消防庁 （2002） によると、
人身への被害は、 死者は 6,433 人 （行方不明 3 人） 、 負傷者は 43,792 人にも上った
1。
また、 物的な損害については、 経済的な損害は少なくとも 10 兆円以上というのが定
説であり[総理府（2000）;  豊田・河内(1997); Horwich (2000); Scawthron (1997)]、特
にその半分以上が住宅への被害であったと考えられている。消防庁（2002）による














いに備えた予備的貯蓄が大きいことが知られており[Horioka and Watanabe (1997)、
Zhou (2003)]、 子供の受験や入学、 病気や治療、 失業や転勤などのショックに対して、
主に貯蓄の取り崩しで対処している[Horioka et al. (2002)、清水谷（2002）]。さらに
日本の高い貯蓄率は、歴史的に高い頻度で起こった自然災害に起因している可能性
も指摘されている  [Bronfenbrenner and Yasuba (1987); Skidmore (2001)]。 しかしその点
について厳密な分析を加えたミクロの実証研究はなく[Horwich (2000)]、阪神淡路大
                                            
1  関東大震災における死者は 99,331 人（行方不明 43,476 人） 、建物の全壊は 128,266 戸、建物半
壊は 126,233 戸、焼失は 44,7128 戸にも上った。損害総額は当時の金額で約 65 億円（消費者物
価指数をもとに現在の物価に換算すると約 3 兆 2600 万円） 、GDP比で 43.6％であった。 
2 90 年代以後の世界の主な自然災害の被害はFreeman, Keen, and Mani (2003)にまとめられている。  




保険仮説の妥当性を検討した Kohara, Ohtake, and Saito (2001)くらいである。 
  本稿では、阪神・淡路大震災によって被災した家計のリスク対処法を詳細な家計













いて概観する。第 3 節ではデータの説明と基本統計量を解説する。第 4 節では定式
化と分析結果を示し、 最終節では分析結果の解釈と政策的示唆について議論を行う。  
 
2.  家計のリスク対処法と保険機能 
 





                                            
4  本稿ではショックのうち、 経済的被害を中心に考える。 ショックに対する公的扶助の手段を議























ことを示すことができる[Eswaran and Kotwal (1989)、Sawada and Shimizutani (2005)]。
しかし実際には、 日本では借り入れが困難な流動性制約に直面する家計が 10％程度




在しうる[Altonji, et al. (1997)、Cochrane (1991)、Hayashi et al. (1996)、Mace (1991)、





                                            
5  ここで注意が必要なのは、 ここでいう保険は保険契約に限らない広い範囲のものをさす。 リス
クと消費行動に関する一般的な議論については、 Besley (1995)、  Fafchamps  (2003)、 Hayashi (1996)、
Saito (1999)、Townsend (1994, 1995)などを参照。 
  4い。例えば、実物資産・金融資産の売却や貯蓄の取り崩しである。家計はこのよう
なリスクに対処するため、予備的貯蓄 (Precautionary Saving)を積み増している、こ
うしたショックへの対処の仕組みを 「自己保険」 と呼ぶ[Guiso et al. (1992a,b)、 Carroll 




3.  データ 
 
本稿が用いたデータは、兵庫県によって実施された「震災後の暮らしの変化から




対象者は、 対象地域に居住する 30 歳以上の女性を選挙人名簿抄本から無作為に抽出
した 3,000 票である。 実際の調査は、 1996 年 10 月 16 日から 28 日の間において郵送




具体的には「震災後、全般的な消費行動が変わった」世帯は 62.7 %、 「震災によっ
て余計に必要となった費用があった」世帯は 80.3 %にも上っている。本稿は家計の
事後的なリスク対処法に焦点を当てるので、 ここで対象とするのは、 1,512 の世帯の
うち「震災によって余計に必要となった費用があった」とした 1,217 世帯（有効回
答の 80.3％）であり、かつそのうちリスク対処法として「生活費をやりくりした」 、
「貯蓄を取り崩した」 、 「借り入れをした」 、 「何らかの援助を受けた」のいずれかを
回答したのが 592 世帯である
7。 
 表 1 は基本統計量を示している。まず、回答者の平均年齢は 51.2 歳である。世帯
構造としては、独身の比率が 4.2 %と低く、子持ちの核家族世帯が 62.3 %、親もし
くは孫と同居しているという 2 世代住居の比率が 19.8 %となっている。他方、回答
                                            
6  日本では、 特にその形態として現金保有や預金の比率が高い  [Allen and Gale (2000); Chapter 3]。  
7  震災によって出費が増えたと答えたにもかかわらず、 リスク対処法について答えなかった家計
は 625 世帯であった。 
  5者の教育水準は、最終学歴が高校卒業までが 51.8 %、最終学歴が短大・高専・専門
学校（旧制高校）卒業までが 24.3 %、最終学歴が大学卒もしくは大学院という回答
者の比率は 13.7 %である。また、地震前の持ち家比率は 71.8 %と非常に高く、さら
にそのうち 4 割程度が地震前に住宅ローンの残高を抱えていた。また税込みの世帯
収入の中央値は、約 600 万円である。 
次に、 地震による所得の変化をみると、 震災後所得が増加したとする家計は6.3 %、














も重要であった」といった支出の減少を挙げた世帯が 25.0 %、 「老後のための蓄え・
教育費・家や車の購入・レジャーのための蓄え、非常時のために蓄えていた貯蓄」





少が 57.9％、貯蓄取り崩しが 73.6％、借り入れが 20.4％、所得移転が 41.6％となっ
ている。 
 








  具体的な定式化は以下のとおりである。 
（1）借り入れの場合 
bi = Siθ1 + Hiβ1 + εbi,  
pbi = 2 if bi > 0  かつ最も金額的に重要なリスク対処法である場合 
 p bi = 1 if bi > 0  かつリスク対処法の 1 つだが最も金額的に重要ではない場合 




i = Siθ2 + Hiβ2 + εTi,  
pTi = 2 if y
T
i > 0  かつ最も金額的に重要なリスク対処法である場合 
 p Ti = 1 if y
T
i > 0  かつリスク対処法の 1 つだが最も金額的に重要ではない場合 
  p Ti = 0 if y
T
i = 0 (その家計のリスク対処法に当てはまらない場合) 
（3）貯蓄取り崩しの場合 
di = Siθ3 + Hiβ3 + εdi,  
pdi = 2 if di > 0  かつ最も金額的に重要なリスク対処法である場合 
 p di = 1 if di > 0  かつリスク対処法の 1 つだが最も金額的に重要ではない場合 







                                            




























































万円） 、要援護家庭激励金（30 万円） 、被災児童・生徒教育助成金（1~5 万円）など
となった
9。このような配分額は、1993 年 7 月 12 日北海道南西沖地震の被災者の場
合、死亡・不明者への配分が 300 万円、住宅滅失・半壊世帯に対する配分がそれぞ
れ 400 万円・250 万円であったのに比べるとかなり少ない。また 2004 年の新潟県中
越地震で、 2004 年 11 月 20 日に開催された第一回新潟県中越地震災害義援金配分委
員会では、全壊世帯・大規模半壊世帯に対するそれぞれ 200 万円・100 万円の義援
金の一次配分を決定している。 
  一方、公費による支援については、災害弔慰金支給等法に基づいて、死亡者家族
                                            
































                                            





  10 ティゲーション）へのインセンティブが低くなってしまっていることである。一般
に事前のミティゲーションには正の外部性が存在し、事後的な救済のコストは高く
なる（齋藤(2002 年)。林（2003）は、 「災害に対する抵抗力を向上させるために投じ
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  13 表 1  基本統計量 
  比率・平均値 
回答者・家計の属性  
回答者の年齢 51.2 歳 
独身の比率  4.2 % 
子供と同居している比率  62.3 % 
親もしくは孫と同居している比率  19.8 % 
最終学歴が高校卒業まで  51.8 % 
最終学歴が短大・高専・専門学校（旧制高校）卒業まで  24.3 % 
最終学歴が大学卒もしくは大学院  13.7 % 
家計の属性  
地震前に持ち家に住んでいた  71.8 % 
地震前に住宅ローンが残っていた  31.9 % 
1996 年 10 月現在における世帯の年収（税込み）  
200 万円以下  6.1 % 
200 万~400 万円  21.1 % 
400 万~600 万円  21.9 % 
600 万~800 万円  18.5 % 
800 万~1000 万円  15.0 % 
1000 万~1200 万円  8.3 % 
1200 万~1400 万円  3.9 % 
1400 万~  5.2 % 
地震によって生じたショック   
震災前と後の所得の変化  
震災後、所得が増加した  6.3 % 






住んでいた家が全壊または全焼した  17.4 % 
住んでいた家が半壊または半焼した  25.1 % 
住んでいた家が一部損壊または一部損傷した  43.1 % 
家財がほとんど壊れた、またはほとんど焼失した  9.4 % 
家財が一部壊れた、または一部焼失した  77.3 % 




生活費のやりくり  25.0 % 
老後・教育費・家や車の購入・レジャー・非常時のために蓄えていた貯蓄 53.7 % 
銀行などの金融機関などから借りたお金  9.6 % 




生活費のやりくり  57.9 % 
老後・教育費・家や車の購入・レジャー・非常時のために蓄えていた貯蓄 73.6 % 
銀行などの金融機関などから借りたお金  20.4 % 
義援金・見舞金や公的な制度・火災保険などの保険金によって得たお金  41.6% 
  14 表 2  順序プロビットモデルによるリスク対処法の分析 
   被説明変数 
 
 
説明変数  借り入れ  所得移転  貯蓄取り崩し
  係数 
(標準誤差) 
係数   
(標準誤差) 












































     
















-0.082   
(0.045)* 




0.001   
(0.0004)** 




-0.238   
(0.138)* 




0.056   
(0.141) 
     
サンプル数  516 516 516 
Log pseudo-likelihood  -316.42 -392.42 -478.28 
Pseudo R
2 0.0564 0.1634 0.0716 
     
推計された確率    
最も重要である確率  0.7946 0.5911 0.2519 
最重要でないが対処法として使われる確率  0.1085 0.3043 0.1996 
対処法として使われない確率  0.0969 0.1047 0.5484 
      
（注）説明変数の中には、このほかにも教育水準ダミー、世帯年収階級ダミー、住
んでいる市区ダミーが含まれている。*は 10％水準、**は 5％水準、***は 1％水準
での有意性を示す。 
 
  15 